
出典：経済産業省パンフレット

令和３年度「地域医療構想」の
取組と進捗状況

資料１

大阪アプローチ

圏域ごとのデータに基づく分析をもとに
公民のイコールフッティングで
病床機能分化の議論を進める
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今、どのような議論が進んでいるのか

国は、地域医療構想・医師確保計画・働き方改革を「三位一体で」

地域医療構想 医師確保計画

〇2017・18年度の集中的取組の検証

働き方改革

〇医師偏在指標の創設

〇医師の確保の方針

〇時間外労働上限の設定

〇タスク・シフティングなど
医師の業務負担軽減

→病床の機能分化の進捗管理
→2019年度
公的病院のあり方

→2019年度
都道府県で計画策定

→2024年度～
上限規制スタート
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地域医療構想の実現をめざす2025年まで
残り３年（2022年～2024年）となっている

地域医療構想の目的

大阪府における主な課題

課題１【病床機能】
回復期病床の不足が見込まれる

課題２【診療機能】
将来的な疾病構造の変化に対応した
病院の役割分担について検討が必要

◆今後予想される疾病構造の変化を踏まえ、

持続可能な医療提供体制の構築を図る。
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引き続き、医療実態データ（NDB、病床機能報告等）や病院プラン等
の内容を共有しながら、医療機関の自主的な機能分化を支援

STEP 2

STEP 3

すべての関係医療機関参画による分析・協議⇒ 地域医療構想調整会議

医療機関の

自主的な

機能分化

STEP 1

公・民分け隔てなく
「地域の課題」を共有

診療実態を分析・徹底した
⾒える化

「将来のあるべき姿」に向けた進捗状況、
2025年に向けた病院プランについて認識の
共有

１ 構想の推進 (1)基本的な考え方(全体概要)
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医療保険

DPC
134施設 44,979床

一般病棟入院基本料
306施設
39,641床

一般病床 療養病床

回復期
リハビリテーション

104施設
6,230床

地域包括ケア病棟
（入院料）

77施設
3,574床

療養病棟
入院基本料

183施設
16,614床

小児
入院医療管理料

30施設 1,513床

障害者施設等
93施設 6,140床

緩和ケア病棟
30施設 699床

有床診療所
一般

184施設 1,924床

精神病床

64施設
18,115床

結核病床

7施設
315床

感染症病床

7施設
78床

有床診療所
療養

11施設
105床

特定機能病院
7施設 4,688床
（一般病床に限る）

専門病院
2施設 191床

救命救急
15施設 385床

特定集中治療室
55施設 563床

新生児
特定集中治療室

16施設 119床

新生児
治療回復室
14施設 150床

総合周産期特定集中治療室
母体・胎児 12施設 81床
新生児 10施設 132床

脳卒中ケアユニット
21施設 193床

ハイケアユニット
63施設 583床

小児
特定集中治療室

0施設 0床

特殊疾患
（入院料）
0施設 0床

特殊疾患
（入院医療管理料）

1施設 51床

医療・介護提供体制は、多くの機能・施設から構成されている

１ 構想の推進 (2)医療体制の概要① （医療・介護体制）

介護保険 その他

特別養護老人ホーム
443施設

33,994人定員

介護保険施設
695施設

56,339人定員

介護老人保健施設
229施設

21,210人定員

介護療養型医療施設
（介護療養病床）

14施設
521人定員

主な地域密着型
サービス
830施設

15,462人定員

地域密着型
養護老人ホーム

139施設
3,885人定員

認知症高齢者
グループホーム

691施設
11,577人定員

有料老人ホーム
1,172施設

52,630人定員

養護老人ホーム
29施設

2,354人定員

軽費老人ホーム
130施設

5,614人定員

サービス
付き

高齢者向け
住宅

769施設
29,925人定員

介護医療院
9施設

614人定員

出典 「医療保険」病床機能報告（2020年7月1日時点）ただし、次項目は右記のとおり、精神病床・結核病床・感染症病床（大阪府健康医療部資料（2021年10月31日時点））

「介護保険・その他」大阪府福祉部資料（認知症高齢者グループホームの施設数は2021年4月1日時点、定員数は2020年3月31日時点、

有料老人ホームは2021年10月1日時点、サービス付き高齢者住宅は2021年4月30日時点、その他施設は2021年4月1日時点）
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１ 構想の推進 (2)医療体制の概要② （入院料別病床数の経年変化）

地域包括ケア病棟は、増加傾向にある

2,243床⇒2,206床（▲37床）

1,927床⇒1,934床（+7床）

4816床⇒4,879床（＋63床）
27,539床⇒25,963床（▲1,576床）

8,861床⇒8,743床（▲118床）

1,981床⇒2,089床（＋108床）

2,493床⇒2,387床（▲106床）

4,555床⇒4,792床（+237床）

6,257床⇒6,230床（▲27床）

681床⇒699床（+18床）

16,784床⇒16,293床（▲491床）

733床⇒489床（▲244床）

6,452床⇒6,219床（▲233床）

出典 病床機能報告

【数値標記凡例】
2019年度数値⇒2020年度数値
（前年度からの増減）

●入院料別報告病床数の推移
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高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計

公立 270 ▲ 201 52 0 121

公的 ▲ 194 ▲ 118 133 0 ▲ 179

民間等 120 ▲ 947 1,247 ▲ 803 ▲ 383

計 196 ▲ 1,266 1,432 ▲ 803 ▲ 441

各病院が検討している病床機能等の変更は、
構想がめざす病床機能分化の方向性と概ね一致

※2025年に向けた検討状況
（各病院の2025年に検討している
入院料別病床数総計から各病院の
現在の入院料別病床数の総計を差
し引いて算出）

１ 構想の推進 (2)医療体制の概要③ （2025年に向けた検討状況）

●入院料別の検討状況※

●公立・公的・民間別の検討状況※

出典 2021年度病院プラン調査等（速報値:12月24日現在）8



病床転換等補助 実績（実績）

病床転換等補助金の活用を希望する病院に対し、
引き続き、病床機能の転換を希望する病院を支援

１ 構想の推進 (2)医療体制の概要④ （病床転換等補助金）

転換完了病床
６か年合計

７９０床

病床数
病院数

※複数年にわたる計画の場合、「補助金交付病床数」はいずれの年度にもカウントされるため、「病床転換完了病床数」と異なる。 9



分
析

対
象

病床機能報告において、急性期で報告している病棟
※有床診療所における急性期報告病床は、地域急性期として扱う

指
標

「救急医療の実施状況・手術の実施状況・呼吸心拍の実施状況 ・化学療法」の

病棟あたりの件数（病床機能報告（報告様式２））

算
出
方
法

①月あたり救急医療実施件数÷ 30日×（50床÷許可病床数）
②月あたり手術件数÷30日×（50床÷許可病床数）
③月あたり呼吸心拍監視（３時間を超え７日以内）÷30日 ×（50床÷許可病床数）
④月あたり化学療法実施件数÷30日 ×（50床÷許可病床数）

救急医療実施件数＝【報告様式２】救急医療管理加算レセプト件数

手術件数＝【報告様式２】手術総数算定回数

呼吸心拍監視＝【報告様式２】呼吸心拍監視（３時間を超え７日以内）算定回数

化学療法件数＝【報告様式２】化学療法算定日数

※

分
類

（重症）急性期：①１以上 or ②１以上 or ③２以上or ④１以上

地域急性期：その他

急性期実態分析指標から「（重症）急性期病棟」と「地域急性期病棟

（サブアキュート・ポストアキュート）」に便宜上分類する

※令和２年度病床機能報告においては、診療実態分析に必要な報告様式２がなかったため、
令和元年度における「重症急性期」と「地域急性期」病床数の割合を準用（圏域別）し分析。

2018年度第１回医療・病
床懇話会（部会）資料改変１ 構想の推進 (3)診療実態分析（急性期の定量的分析）
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区分 年度 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等
重症急性期

急性期
（不明）

地域急性期

病床機能報告 2019 14.4% 36.6% 0.0% 8.2% 12.4% 27.4% 1.0%

病床機能報告 2020 14.5% 36.6% 0.0% 8.2% 12.8% 27.0% 0.9%

病床数の必要量 2025 11.6% 34.5% 30.9% 22.9%

回復期病床への転換が必要な割合は、約10％となっている

2019年度 20.6%

2020年度 21.0%

30.9%

割合の差
9.9%

(約8,600床)②病床数の必要量（回復期）

１ 構想の推進 (4)病床機能分化の状況①

●病床機能報告と病床数の必要量の比較

●病床機能報告（2020年度）と病床数の必要量（2025年）の割合の比較

サブアキュート・ポストアキュート・リハビリ機能の現状と将来の予測

（単位：床）

①病床機能報告（地域急性期＋回復期）

出典 病床機能報告

区分 年度 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 未報告等 合計
重症急性期

急性期（不
明）

地域急性期

病床数の必要量 2013 10,562 28,156 23,744 24,157 86,619

病床機能報告 2014 11,587 43,635 7,262 22,987 604 5,005 91,080

病床機能報告 2015 11,334 42,276 8,061 23,760 773 4,390 90,594

病床機能報告 2016 12,053 41,758 8,072 24,225 809 3,108 90,025

病床機能報告 2017 13,080 41,098 28,788 1,093 11,217 8,890 25,089 773 155 89,085

病床機能報告 2018 13,307 39,581 29,174 251 10,156 10,094 25,116 944 47 89,089

病床機能報告 2019 12,626 39,433 32,220 0 7,213 10,904 24,120 870 470 88,423

病床機能報告 2020 12,612 39,134 31,953 0 7,181 11,179 23,565 759 1,290 88,539
病床数の必要量【既存病床数内】 2025 10,286 30,580 27,366 20,307 88,539

病床数の必要量【オリジナル】 2025 11,789 35,047 31,364 23,274 101,474
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１ 構想の推進 (4)病床機能分化の状況②

回復期病床数は、2016年から約3,000床増加
※回復期病床と地域急性期病床合計の病床全体に占める割合は、約20％と
大きな変化は見られない

（病床数）

22.6% 22.7%

20.6% 21.0%

（割合）

●回復期病床数の推移

12

●回復期病床・地域急性期病床の割合の推移

2016年に地域医療構想策定
診療実態分析（重症急性期と地域急性期の分類）
は2017年データから開始



２ 協議の進め方 (1)令和３年度スケジュール
令和３年

10月
11月 12月

令和４年
１月

２月 ３月

病
院

二
次
医
療
圏
会
議

大
阪
府

②医療・病床
懇話会（部会）

※保健医療協議会は、その他案件（地域医療支援病院の認定の件等）に応じて、別途開催する場合もある。
※第７次医療計画の中間評価の結果、計画の見直しを行う場合は、医療審議会までにパブリックコメントを実施する場合もある。

（適宜）地域医療介護総合確保基金による病床転換補助金の活用

医
療
審
議
会

報告

令和３年度病床機能報告

報告

提出

（適宜）開設許可申請・一部変更許可申請の届けに伴う地域医療構想チェックリスト提出

令和３年度病院プラン

報告

③保健医療
協議会

【地域医療構
想調整会議】

報告

説明
説明

説明

①病院
連絡会

第
７
次
医
療
計
画

中
間
評
価

と
り
ま
と
め

第
７
次
医
療
計
画

今
後
に
向
け
た
取
組

と
り
ま
と
め

（適宜）令和３年度病院プラン修正等の調整

病院プランとりまとめ
診療実態分析
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２ 協議の進め方 (2)会議の議題（予定）

区分
①医療・病床懇話会（部会）

②保健医療協議会
（地域医療構想調整会議）

１月 1月から２月

地
域
医
療
構
想

○令和３年度地域医療構想の進捗状況
（医師確保・医師の働き方改革含む）

○各二次医療圏における地域医療構想の
進捗状況

○2025年に向けた各病院の方向性について
（「公立・公的病院の今後のあり方」含む）

【趣旨】
・2025年に向けた各病院の方向性の共有
・各病院の過剰な病床への転換・非稼働病床
への対応について検討

○令和３度地域医療構想の進捗状況
（医師確保・医師の働き方改革含む）

○各二次医療圏における地域医療構想の進捗
状況

○2025年に向けた各病院の方向性について
（「公立・公的病院の今後のあり方」含む）

【趣旨】
・2025年に向けた各病院の方向性の共有
・各病院の過剰な病床への転換・非稼働病床へ
の対応について検討

医
療

計
画

○医療計画における圏域での取組の進捗管理
（中間評価）
○地域医療への協力に関する意向書の提出
状況

○医療計画における圏域での取組の進捗管理
（中間評価）
○地域医療への協力に関する意向書の提出
状況

【病院プランの内容】
①2025年に各病院が検討している医療機能
②2025年に各病院が検討している病床機能

〇非稼働病床の状況について

【病院プランの内容】
①2025年に各病院が検討している医療機能
②2025年に各病院が検討している病床機能

〇非稼働病床の状況について
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会議名
設置

根拠等
設置単位 主な委員構成

令和３年度
開催予定数

保健医療協議会
（地域医療構想
調整会議）

附属

機関

二次

医療圏

地区医師会、地区歯科医師会、地区薬剤師会、府医、府歯、

府薬、大病、私病、公立病院協議会、大精協、府看協会、

府訪看ＳＴ、医療保険者、市町村、社会福祉協議会など

１

医療・病床懇話会

（部会）

懇話会
（部会）

二次
医療圏

・地区医師会 各地区医師会１名

・地区歯科医師会 １名（圏域代表）

・地区薬剤師会 １名（圏域代表）

・大阪府医師会 １名（協議会委員）

・大阪府病院協会 １名（協議会委員）

・大阪府私立病院協会 ２名（協議会委員）

・大阪府公立病院協議会 １名（協議会委員）

・大阪府看護協会 １名（協議会委員）

・医療保険者 １名（協議会委員）

・市町村（必要に応じて）

１

病院連絡会
自主的な
意見交換の場
【非公開】

二次医療圏
単位

（保健所単
位も可）

二次医療圏内（保健所管内）の病院等

（病床機能報告の対象病院）
１

※地域医療構想にかかわる開催であり、その他の案件による開催は含まない。

２ 協議の進め方 (3)会議体の概要２
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※２：国（厚生労働省、独立行政法人国立病院機構、国立大学法人、独立行政法人労働者健康福祉機構、国立高度専門医療研究センター、独立
行政法人地域医療機能推進機構、その他（国の機関））、公的医療機関（都道府県、市町村、地方独立行政法人、日赤、済生会、北海道社会事業
協会、厚生連、国民健康保険団体連合会）、社会保険関係団体（健康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合）。

◎：病院の出席による説明、〇：事務局等説明

項目

会議名

医療審・部会
保健医療

協議会（部会）
医療・病床
懇話会

地域医療支援病院の承認 審議○ 審議◎

地域医療連携推進法人の認定

審議○ 審議◎ ◎
（※１）

特定病床等による新たな病床整備

二次医療圏を超えた病院移転

公的医療機関等※２の再編

有床診療所の新たな病床整備

病院の開設者変更
病院再編（公立病院を除く）をはじめ病院が担う役割が

大きく変わる場合

◎
懇話会で説明した場合、調整会議
は、事務局からの報告で可

開設等に関する手続き

※１：病院等の出席による説明が望ましい。

(4)会議体で取り扱う事項①２
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項目

会議名

医療審・部会
保健医療

協議会（部会）
医療・病床
懇話会

病院連絡会

2025年（まで）に各病院が検討している
医療機能・病床機能
【公立・公的病院】
民間との役割分担を踏まえた病院の方向性

○ ○ ◎

過剰な病床への転換への中止への命令（公的医療

機関等）又は要請（民間医療機関）についての検討
【医療法第30条の15に基づく知事権限】

審議 ○ 審議◎

非稼働病床の理由説明 ○ ○

１年以上病床がすべて稼働していない病棟について、

削減を命令（公的医療機関等）又は要請（民間医療機関）
についての検討
【医療法第７条の２第３項、医療法第30条の12に
基づく知事権限】

審議 ○ 審議◎

地域医療構想等に関する事項 ◎：病院の出席による説明、〇：事務局等説明

※１：懇話会の意見を踏まえ、保健医療協議会において、該当医療機関に対し、直接の説明が必要となった場合。

※２：保健医療協議会において、知事権限の行使について、医療審議会で審議が必要と判断された場合。

※１

※１

※２

※２

(4)会議体で取り扱う事項②２
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都道府県知事の権限の行使の流れ 【厚生労働省資料】
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９割を超える病院の方向性については、合意されたが、
一部継続協議となっている医療機関がある

３ 昨年度結果と今年度の方向性 (1)令和２年度の協議結果

●地域医療構想調整会議における病院プランの協議結果

結果 公立 公的 民間等 合計

①合意 21 45 381 447

②継続協議 1 0 4 5

③未提出のため未協議 0 0 22 22

合計 22 45 407 474

●重点支援区域の申請について

●地域医療構想の今後の進め方に関する意見

〇地域医療構想の推進にあたり、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、

取組を進めていくべきとの意見が多数あった。

〇重点支援区域の申請については、いずれの二次医療圏においても希望はなかった。
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＜全体の方向性＞

○コロナ禍における各病院の診療実態等と今後の方向性を

関係者で共有し、地域において必要な医療体制のあり方を議論する。

○2020年度継続協議となった医療機関について、改めて地域で協議し、

地域と合意形成を図れるよう努める。

３ 昨年度結果と今年度の方向性(2)令和３年度の方向性

※病床機能報告における病床機能毎の入院料の報告基準の検討

令和２年度に外部研究機関に分析委託した結果及び令和３年度病床機能報告

の結果を踏まえ、入院料の報告基準について引き続き検討を進める。

20

地域医療構想の実現をめざす2025年まで
残り３年（2022年～2024年）となっている

地域医療構想の推進にあたり、新型コロナウイルス感染症の
影響を踏まえ、下記取組を進めていく



参考資料
(1)厚生労働省
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2040年を展望した医療提供体制の改革について（イメージ）

医療資源の分散・偏在

⇒都市部での類似の医療機能を持つ医療
機関の林立により医療資源の活用が非
効率に

⇒医師の少ない地域での医療提供量の不
足・医師の過剰な負担

疲弊した医療現場は医療安全への不安に
も直結

現在

①医師の労働時間管理の徹底
②医療機関内のマネジメント改革（管理者・医師の意識改革、業務の移管や共同化
（タスク・シフティングやタスク・シェアリング）、ICT等の技術を活用した効率化 等）

③医師偏在対策による地域における医療従事者等の確保（地域偏在と診療科偏在
の是正）

④地域医療提供体制における機能分化・連携、集約化・重点化の推進（これを推進
するための医療情報の整理・共有化を含む）⇒地域医療構想の実現

①全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針の合意形成
②合意形成された具体的対応方針の検証と地域医療構想の実現に向けた更なる対策
③かかりつけ医が役割を発揮するための適切なオンライン診療等を推進するための適切なルール整備 等

現在 2040年

2025年までに
着手すべきこと

円滑なチーム医療

かかりつけ医が役割を発
揮できる適切なオンライン
診療等医療アクセス確保

地域医療連携に
必要なコンサルテーション

2040年を展望した2025年までに着手すべきこと

2040年の医療提供体制（医療ニーズに応じたヒト、モノの配置)

都市部集中

機能の重複
ICT等の活用による負担軽減

2040年

どこにいても必要な医療を最適な形で

• 限られた医療資源の配置の最適化（医療従事者、病床、医療機器）
⇒医療計画に「地域医療構想」「医師確保計画」が盛り込まれ、総合的な医療提供体制改革が可能に

• かかりつけ医が役割を発揮するための地域医療連携や適切なオンライン診療の実施

医師・医療従事者の働き方改革で、より質が高く安全で効率的な医療へ

• 人員配置の最適化やICT等の技術を活用したチーム医療の推進と業務の効率化
• 医療の質や安全の確保に資する医療従事者の健康確保や負担軽減
• 業務の移管や共同化（タスク・シフティング、タスク・シェアリング）の浸透

医師・医療従事者の働き方改革の推進

地域医療構想の実現等

①地域医療構想や2040年の医療提供体制の展望と整合した医師偏在対策の施行
・ 医師偏在指標に基づく医師確保計画の策定と必要な施策の推進
・ 将来の医療ニーズに応じた地域枠の設定・拡充

・ 地域ごとに異なる人口構成の変化等に対応した将来の診療科別必要医師数を
都道府県ごとに算出
② 総合的な診療能力を有する医師の確保等のプライマリ・ケアへの対応

実効性のある医師偏在対策の着実な推進

◯医療提供体制の改革については2025年を目指した地域医療構想の実現等に取り組んでいるが、2025年以降も少子高齢化の進展が
見込まれ、さらに人口減に伴う医療人材の不足、医療従事者の働き方改革といった新たな課題への対応も必要。

◯2040年の医療提供体制の展望を見据えた対応を整理し、地域医療構想の実現等だけでなく、医師・医療従事者の働き方改革の推進、
実効性のある医師偏在対策の着実な推進が必要。

派遣等による医師確保

医療機能の集約化

総合的な診療能力を
有する医師の確保

三位一体で推進

情報ネットワーク
整備
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１．新興感染症等の感染拡大時における体制確保（医療計画の記載事項追加）

○ 新興感染症等の感染拡大時には、広く一般の医療提供体制にも大きな影響（一般病床の活用等）

○ 機動的に対策を講じられるよう、基本的な事項について、あらかじめ地域の行政・医療関係者の間で議論・準備を行う必要

医療計画の記載事項に「新興感染症等の感染拡大時における医療」を追加

○ 詳細（発生時期、感染力等）の予測が困難な中、速やかに対応できるよう予め準備を進めておく点が、災害医療と類似
⇒ いわゆる「５事業」に追加して「６事業」に

○ 今後、厚生労働省において、計画の記載内容（施策・取組や数値目標など）について詳細な検討を行い、「基本方針」
（大臣告示）や「医療計画作成指針」（局長通知）等の見直しを行った上で、各都道府県で計画策定作業を実施
⇒ 第８次医療計画（2024年度～2029年度）から追加

◎具体的な記載項目（イメージ）

【平時からの取組】
● 感染拡大に対応可能な医療機関・病床等の確保

（感染拡大時に活用しやすい病床や転用しやすいスペースの整備）

● 感染拡大時を想定した専門人材の確保等
（感染管理の専門性を有する人材、重症患者に対応可能な人材等）

● 医療機関における感染防護具等の備蓄

● 院内感染対策の徹底、クラスター発生時の対応方針の共有 等

【感染拡大時の取組】
● 受入候補医療機関

● 場所・人材等の確保に向けた考え方

● 医療機関の間での連携・役割分担
（感染症対応と一般対応の役割分担、医療機関間での応援職員派遣等） 等

※ 引き続き、厚生科学審議会感染症部会等における議論の状況も踏まえつつ、記載項目や、
施策の進捗状況を確認するための数値目標等について、具体化に向け検討。

◎医療計画の推進体制等

現行の取扱いに沿って、各都道府県に対し、地域の
実情に応じた計画策定と具体的な取組を促す

● 現行の医療法

・ あらかじめ都道府県医療審議会で協議

・ 他法律に基づく計画との調和

● 現行の医療計画作成指針（局長通知）

・ 都道府県医療審議会の下に、５疾病５事業・在宅医療
ごとに「作業部会」、圏域ごとに「圏域連携会議」を設
置

・ 作業部会、圏域連携会議、地域医療構想調整会議にお
いて、関係者が互いに情報を共有し、円滑な連携を推進

・ 圏域については、従来の二次医療圏にこだわらず、患
者の移動状況や地域の医療資源等の実情に応じて弾力的
に設定

新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向けた考え方①

（令和２年１２月１５日医療計画の見直し等に関する検討会）
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○ 新型コロナ対応が続く中ではあるが、以下のような地域医療構想の背景となる中長期的な状況や見通しは変わっていない。

・人口減少・高齢化は着実に進み、医療ニーズの質・量が徐々に変化、マンパワーの制約も一層厳しくなる
・各地域において、質の高い効率的な医療提供体制を維持していくためには、医療機能の分化・連携の取組は必要不可欠

○ 感染拡大時の短期的な医療需要には、各都道府県の「医療計画」に基づき機動的に対応することを前提に、地域医療構想について
は、その基本的な枠組み（病床の必要量の推計・考え方など）を維持しつつ、着実に取組を進めていく。

（１）地域医療構想と感染拡大時の取組との関係

【各医療機関、地域医療構想調整会議における議論】

● 公立・公的医療機関等において、具体的対応方針の再検証等を踏まえ、着実に議論・取組を実施するとともに、民間医療機関に
おいても、改めて対応方針の策定を進め、地域医療構想調整会議の議論を活性化

【国における支援】 ＊ 各地の地域医療構想調整会議における合意が前提

● 議論の活性化に資するデータ・知見等を提供
● 国による助言や集中的な支援を行う「重点支援区域」を選定し、積極的に支援
● 病床機能再編支援制度について、令和３年度以降、消費税財源を充当するための法改正を行い、引き続き支援
● 医療機関の再編統合に伴い資産等の取得を行った際の税制の在り方について検討

（２）地域医療構想の実現に向けた今後の取組

○ 各地域の検討状況を適時・適切に把握しつつ、自主的に検討・取組を進めている医療機関や地域に対して支援。

○ 新型コロナ対応の状況に配慮しつつ、都道府県等とも協議を行い、この冬の感染状況を見ながら、改めて具体的な工程の設定（※）

について検討。その際、2025年以降も継続する人口構造の変化を見据えつつ、段階的に取組を進めていく必要がある中、その一
里塚として、2023年度に各都道府県において第８次医療計画（2024年度～2029年度）の策定作業が進められることから、2022
年度中を目途に地域の議論が進められていることが重要となることに留意が必要。

※ 具体的には、以下の取組に関する工程の具体化を想定
・ 再検証対象医療機関における具体的対応方針の再検証
・ 民間医療機関も含めた再検証対象医療機関以外の医療機関における対応方針の策定（策定済の場合、必要に応じた見直しの検討）

（３）地域医療構想の実現に向けた今後の工程

２．今後の地域医療構想に関する考え方・進め方

新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向けた考え方②

（令和２年１２月１５日医療計画の見直し等に関する検討会）
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地域医療構想及び
医師確保計画に
関するWG

外来機能報告等に
関するWG※

在宅医療及び
医療・介護連携に
関するWG（仮称）

＊ へき地医療、周産期医療、小児
医療については、第７次医療計画
の策定に向けた検討時と同様、それ
ぞれ、以下の場で専門的な検討を
行った上で、「第８次医療計画等に
関する検討会」に報告し、協議を進
める予定。

・へき地医療
厚生労働科学研究の研究班

・周産期医療、小児医療
有識者の意見交換

○以下に関する詳細な検討

・医療資源を重点的に活用
する外来

・外来機能報告

・地域における協議の場

・医療資源を重点的に活用
する外来を地域で基幹的に
担う医療機関 等

○以下に関する詳細な検討

・医師の適正配置の観点を
含めた医療機能の分化・
連携に関する推進方針

・地域医療構想ガイドライン

・医師確保計画ガイドライン
等

○以下に関する詳細な検討

・在宅医療の推進

・医療・介護連携の推進
等

※検討事項の取りまとめ後、外来医療計画ガ
イドラインに関する検討の場として改組を予
定。

【５疾病】

各疾病に関する
検討の場 等

【新興感染症等】

感染症対策（予防計画）
に関する検討の場 等

連携

報告

第８次医療計画の策定に向けた検討体制

救急・災害医療
提供体制に関する

WG（仮称）

○以下に関する詳細な検討

・第８次医療計画の策定に
向けた救急医療提供体制
の在り方

・第８次医療計画の策定に
向けた災害医療提供体制
の在り方 等

第８次医療計画等に関する検討会
○医療計画の作成指針（新興感染症等への対応を含む５疾病６事業・在宅医療等）
○医師確保計画、外来医療計画、地域医療構想 等

※具体的には以下について検討する
・医療計画の総論（医療圏、基準病床数等）について検討
・各検討の場、WGの検討を踏まえ、５疾病６事業・在宅医療等について総合的に検討
・各WGの検討を踏まえ、地域医療構想、医師確保計画、外来医療計画について総合的に検討

※医師確保計画及び外来医療計画については、現在「医師需給分科会」で議論。
次期計画の策定に向けた議論については、本検討会で議論。

○ 第８次医療計画の策定に向け、「第８次医療計画等に関する検討会」を立ち上げて検討。

○ 現行の医療計画における課題等を踏まえ、特に集中的な検討が必要な項目については、本検討会の下に、以下の４
つのワーキンググループを立ち上げて議論。（構成員は、座長と相談の上、別途定める）

○ 新興感染症等への対応に関し、感染症対策（予防計画）に関する検討の場と密に連携する観点から、双方の検討
会・検討の場の構成員が合同で議論を行う機会を設定。

令和3年8月13日
令和3年度 第1回医療政策研修会及び
地域医療構想アドバイザー会議 資料
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今後の検討事項（案）

(1) 各地域における検討・取組状況に関するさらなる把握

〇 再検証対象医療機関における具体的対応方針の再検証

〇 民間医療機関も含めた再検証対象医療機関以外の医療機関
における対応方針の策定（策定済の場合、必要に応じた見直しの検討）

(2) 地域における協議・取組の促進策に関する検討

〇 新型コロナ対応の経験も踏まえた、地域医療構想調整会議など都道府県による取組の在り方

〇 積極的に検討・取組を進めている医療機関・地域に対する支援の在り方 等

(3) 2025年以降を見据えた枠組みの在り方に関する検討

(1) 各都道府県における計画の策定状況や取組状況に関するさらなる把握

(2) 次期医師確保計画の策定（ガイドライン改定）に向けた検討

〇 医師偏在指標や医師多数区域・医師少数区域の在り方

〇 医師の確保の方針や目標医師数の在り方

〇 医師確保に向けた効果的な施策の在り方 等

一体的に取り組むための
具体的方策

※ 新型コロナウイルス感染症への対応状況に配慮しつつ、
各地域において地域医療構想調整会議を主催する都道府県
等とも協議を行い、具体的な工程の設定について検討
（2023年度に各都道府県において第８次医療計画の策定作
業が進められることを念頭に置き、2022年度中を目途に地
域医療構想の実現に向けた地域の議論が進められているこ
とが重要となることにも留意）

１．地域医療構想

２．医師偏在対策（医師確保計画）

令和3年8月13日
令和3年度 第1回医療政策研修会及び
地域医療構想アドバイザー会議 資料
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今後の検討スケジュール（現時点のイメージ）

地域医療構想 医師確保計画

令和３年度

４月～６月
6/3 医療部会

6/18 第８次医療計画等に関する検討会

７月～９月

10月～12月

１月～３月

令和４年度

４月～６月

７月～９月

10月～12月

１月～３月

7/29 地域医療構想・医師確保計画に関するワーキンググループの開催

＊第８次医療計画等に関する検討会や医療部会に報告しながら検討を進める

１巡目の議論

２巡目・取りまとめの議論

各都道府県における計画の策定状況
や取組状況に関するさらなる把握

・各地域における検討・取組状況に関する
さらなる把握

・地域における協議・取組の促進策に関す
る検討

※特に、状況把握の方法について早期に検討

・2025年以降を見据えた枠組みの在り方に
関する検討

令和3年8月13日
令和3年度 第1回医療政策研修会及び
地域医療構想アドバイザー会議 資料
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第８次医療計画に向けた取組（全体イメージ）

医療計画 新興感染症 地域医療構想 医師確保計画 外来医療計画

R３
[2021]

４～６月
外来機能報告等に関するWG開催

７～９月

10～12月
外来機能報告等に関する取りまとめ

１～３月

・総論（医療圏、基準病床数等）
・各論（５疾病、６事業、在宅等）
について各検討会等での
議論の報告

ガイドライン改正に向けた検討 ガイドライン改正に向けた検討

R４
[2022]

４～６月

７～９月

10～12月

報告書取りまとめ
（基本方針改正、医療計画作成指針等の改正等）

報告書取りまとめ
（ガイドライン改正等）

報告書取りまとめ
（ガイドライン改正等）

１～３月
基本方針改正（告示）
医療計画作成指針等の改正（通知）

ガイドライン改正（通知） ガイドライン改正（通知）

R５[2023]
第８次医療計画策定 次期医師確保計画策定 次期外来医療計画策定

R６[2024]
第８次医療計画開始 次期医師確保計画開始 次期外来医療計画開始

R７[2025]

医療部会（6/3）

国

都
道
府
県

感染症対策に関
する検討の場と
連携しつつ議論

地域医療構想及び医師確保計画に関するWG開催

地域医療構想の
推進

第８次医療計画等に関する検討会開催

令和3年6月18日
第８次医療計画等に関する検討会資料（一部改）

令和3年8月13日
令和3年度 第1回医療政策研修会及び
地域医療構想アドバイザー会議 資料
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医療施設の最適配置の推進
（地域医療構想・外来機能の明確化）

■ これまでの我が国の医療は医師の長時間労働により支えられており、今後、医療ニーズの変化や医療の高度化、少子化に伴う医療の担い手
の減少が進む中で、医師個人に対する負担がさらに増加することが予想される。

■ こうした中、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとってはもとより、患者・国民に対して提供される
医療の質・安全を確保すると同時に、持続可能な医療提供体制を維持していく上で重要である。

■ 地域医療提供体制の改革や、各職種の専門性を活かして患者により質の高い医療を提供するタスクシフト/シェアの推進と併せて、医療機関
における医師の働き方改革に取り組む必要がある。

医師の働き方改革

【業務が医師に集中】

【労務管理が不十分】

長時間労働を生む構造的な問題への取組 医療機関内での医師の働き方改革の推進

時間外労働の上限規制と健康確保措置の適用（2024.4～）

地域医療等の確保
医療機関が医師の労働時間

短縮計画の案を作成

評価センターが評価

都道府県知事が指定

医療機関が
計画に基づく取組を実施

地域間・診療科間の医師偏在の是正

国民の理解と協力に基づく適切な受診の推進

適切な労務管理の推進

タスクシフト/シェアの推進
（業務範囲の拡大・明確化）

特に救急、産婦人科、外科や若手の
医師は長時間の傾向が強い

病院常勤勤務医の約４割が年960時間超、
約１割が年1,860時間超の時間外・休日労働

【医師の長時間労働】

＜行政による支援＞

・医療勤務環境改善支援センター
を通じた支援

・経営層の意識改革（講習会等）

・医師への周知啓発 等

医療機関に適用する水準 年の上限時間 面接指導 休息時間の確保

Ａ （一般労働者と同程度） 960時間

義務

努力義務

連携Ｂ（医師を派遣する病院） 1,860時間
※2035年度末
を目標に終了

義務
Ｂ （救急医療等）

C-1  （臨床・専門研修）
1,860時間

C-2  （高度技能の修得研修）

患者への病状説明や血圧測定、
記録作成なども医師が担当

36協定が未締結や、客観的な時間管理
が行われていない医療機関も存在

全ての医療専門職それぞれが、自らの能力を活かし、
より能動的に対応できるようにする

医師の健康確保

面接指導
健康状態を医師がチェック

休息時間の確保
連続勤務時間制限と

勤務間インターバル規制
（または代償休息）

質・安全が確保された医療を持続可能な形で患者に提供

労務管理の徹底、労働時間の短縮
により医師の健康を確保する

現状 目指す姿

対策

一部、法改正で対応

法改正で対応
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２．改革の方向性（案）

○ 地域の医療機関の外来機能の明確化･連携に向けて、データに基づく議論を地域で進めるため、

① 医療機関が都道府県に外来医療の実施状況を報告する。

② ①の外来機能報告を踏まえ、「地域の協議の場」において、外来機能の明確化・連携に向けて必要な協議を行う。

→ ①・②において、協議促進や患者の分かりやすさの観点から、「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で基幹
的に担う医療機関（紹介患者への外来を基本とする医療機関）を明確化

・ 医療機関が外来機能報告の中で報告し、国の示す基準を参考にして、地域の協議の場で確認することにより決定

患者の流れがより円滑になることで、病院の外来患者の待ち時間の短縮や勤務医の外来負担の軽減、医師働き方改革に寄与

紹介

「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で基幹的に
担う医療機関（紹介患者への外来を基本とする医療機関）

逆紹介

外来機能報告、「地域の協議の場」での協議、紹
介患者への外来を基本とする医療機関の明確化

かかりつけ医機能を担う医療機関

病院の外来患者の待ち時間
の短縮、勤務医の外来負担
の軽減、医師働き方改革

かかりつけ医機能の強化
（好事例の収集、横展開等）

〈「医療資源を重点的に活用する外来」のイメージ〉

○医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来 （悪性腫瘍手術の前後の外来 など）

○高額等の医療機器・設備を必要とする外来 （外来化学療法、外来放射線治療 など）

○特定の領域に特化した機能を有する外来 （紹介患者に対する外来 など）

１．外来医療の課題

○ 患者の医療機関の選択に当たり、外来機能の情報が十分得られず、また、患者にいわゆる大病院志向がある中、一部
の医療機関に外来患者が集中し、患者の待ち時間や勤務医の外来負担等の課題が生じている。

○ 人口減少や高齢化、外来医療の高度化等が進む中、かかりつけ医機能の強化とともに、外来機能の明確化･連携を進
めていく必要｡

外来医療の機能の明確化･連携
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参考資料
(2)大阪府（病棟ごとの診療実態の分析）
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病床数の必要量
2013年の個々の患者の受療状況をベースに、
医療資源供給量に沿って機能ごと区分したもの

⇒地域における「推計病床数」

病床機能区分

病床機能報告
どの「医療機能」に該当するかの「定義」を踏まえ、
病棟ごとに医療機関が判断したもの

⇒地域において「医療機関が表示した機能」

医療資源量：3,000点以上
急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向け
て、診療密度が特に高い医療を提供する機能

医療資源量：600～3,000点未満
急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向け
て、医療を提供する機能

・医療資源量：175～600点未満

・回復期リハビリテーション病棟入院料を算定した
患者数

・急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた
医療やリハビリテーションを提供する機能

（一般病床）
障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟入院基本
料及び特殊疾患入院医療管理料を算定している患者
（療養病床）
療養病床（回復期リハビリテーション病棟入院料を算定
した患者数を除く）-医療区分Ⅰの患者数の70％-地域
差解消分

・長期にわたり療養が必要な患者を入院させる
機能

・長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度
の意識障害者含む）、筋ジストロフィー患者又は
難病患者等を入院させる機能

【訪問診療】在宅訪問診療患者
【介護老人保健施設】介護老人施設入所者
【病床からの移行分】
〇一般病床の医療資源投入量：175点未満
○療養病床の医療区分１の70％の患者
○療養病床入院受療率の地域差解消分（加算）

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

在宅医療等

C1：3,000点

C2：600点

C3：175点

病棟ごとの診療実態の分析①（はじめに）

現状の病床機能の指標となる「病床機能報告」は、
「病床数の必要量」と病床機能区分の定義が異なる

2018年度第１回医療・病床懇話会
（部会）資料抜粋
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２ 取組実績と課題 (1) 病床機能報告病床機能報告という制度上の限界があり、
病床４機能のデータのみでは、病床機能の実態を把握できない

◆特定機能病院は、高度医療を提供することが主な役割であるため、病棟単位の病床機能報告で

は「高度急性期」での報告となっている。

◆「一般入院基本料」を算定している病床においても、急性期症状を脱した患者、重篤ではない

急性期症状の患者の入院実態があると考えられるが、「回復期」での報告はほとんどない。

●病床機能区分別入院基本料（割合）●入院基本料別病床機能区分（割合）

13対１・15対１等

病棟ごとの診療実態の分析②（病床機能報告実態）
2018年度第１回医療・病床懇話会
（部会）資料抜粋
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34

病床数の必要量 患者像（イメージ） 病床機能報告

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

病棟ごとの診療実態の分析③（患者像のイメージ）

「病床機能報告」における想定される患者像は
「病床数の必要量」とは異なっていると考えられる

●病床機能報告の結果を踏まえ想定される患者イメージ像

（重症）急性期

重篤患者や全身麻酔による手術等を
要する患者の受入

サブアキュート
肺炎や軽度の外傷など比較
的軽症な症状を持つ

患者の受入

ポストアキュート
急性期後の在宅復帰に
向けた患者の受入

リハビリテーション

長期療養

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

2018年度第１回医療・病床懇話会
（部会）資料抜粋
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病床の実態を明らかにした上で、病床機能の確保について
「既存病床数」・「基準病床数」の中で検討

●病床機能報告と病床数の必要量の病床機能区分ごとの比較（割合） STEP 1

診療実態を分析

サブアキュート・ポスト

アキュートを提供する

病床数を精査

病棟ごとの診療実態の分析④

2017年度
病床機能報告
（暫定）

2025年
病床数の必要量

STEP 2･3

・ギャップを将来転換が
必要な病床数の目安
（指標）として検討。

高度急性期 急性期 回復期 慢性期

2018年度第１回医療・病床懇話会
（部会）資料抜粋
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病棟ごとの診療実態の分析⑤

病床機能報告の診療実態に関する項目の中から、急性期病棟の
実態分析にかかる項目を検討

報告様式②（具体的な医療の内容に関する項目）のうち、急性期治療に
関する報告項目

３．幅広い手術の実施状況
４．がん・脳卒中・心筋梗塞等への治療状況
６．救急医療の実施状況
８．全身管理の状況

【備考】
・報告内容は、「平成29年６月診療分」であってかつ「平成29年７月審査分」。
・報告様式２では、各治療実績について、基本「算定回数」、「算定日数」、「レセプト件数」が報告されている。
・診療実績の分析では、「算定回数」を使用。しかし、「算定回数」が報告項目にない場合は、「算定日数」を
分析し、 「算定日数」も報告項目にない場合は、「レセプト件数」を用いて分析。

◆病床機能報告の報告様式②（具体的な医療の内容に関する項目）のうち、急性期治療に

関する報告項目（下記）の診療実態（病院）について、特定入院料・入院基本料単位で各

治療実施毎に分析。

◆急性期病棟の実態分析（サブアキュート・ポストアキュート機能を担う病床数の精査）に使用する

項目を検討。
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病棟ごとの診療実態の分析⑥【指標の検討】

「３幅広い手術の実施状況」では、急性期実態分析指標として、
【手術】を選択

治療実績が多く、看護配置
が少なくなるに従って、
減少している。

【特定入院料・入院基本料の区分】
・救命救急入院料・特定集中治療室管理料等：救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ﾊｲｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管理料、脳卒中ｹｱﾕﾆｯﾄ入院医療管
理料、小児特定集中治療室管理料、新生児特定集中治療室管理料、総合周産期特定集中治療室管理料、新生児治療回復室入院医療管理料
・特定機能病院一般病棟入院基本料等：特定機能病院一般病棟入院基本料、専門病院入院基本料
・障害者施設等・特殊疾患病棟入院料：障害者施設等入院基本料、特殊疾患入院医療管理料、特殊疾患病棟入院料

● ３．幅広い手術の実施状況
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病棟ごとの診療実態の分析⑦【指標の検討】

「４がん・脳卒中・心筋梗塞等」では、急性期実態分析指標として、
【化学療法】を選択
● ４．がん・脳卒中・心筋梗塞等への治療状況

治療実績が多く、
看護配置が少なく
なるに従って、
減少している。
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病棟ごとの診療実態の分析⑧【指標の検討】

「６救急医療の実施状況」では、急性期実態分析指標として、
【救急医療管理加算】を選択

● ６．救急医療の実施状況

治療実績が多く、看護配置が少なく
なるに従って、減少している。

2018年度第１回医療・病床懇話会
（部会）資料抜粋

39



病棟ごとの診療実態の分析⑨【指標の検討】

「８全身管理の状況」では、急性期実態分析指標として、
【呼吸心拍監視（３時間を超えて７日以内）】を選択

● ８．全身管理の状況 治療実績が多く、看護配置が少なくなるに
従って、減少している。
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